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をも上回る負債は、「too big to fail(大きすぎて破綻させられない)」どころか、「too big to 
bail(大きすぎて救済できない)」との見方もある。 





















































RMBS や CDO といった証券化商品への投資は、サブプライムローンを組み込んでいる






















とき 1ドル当たり 1円の利益だから、5万ドルでは 5万円の利益となり、証拠金は 10万円
(当初の証拠金[5万円]＋為替差益[5万円])に増える。5万円の元手で 5万円の利益となり、


























FX は 98 年の外為法自由化に伴って、個人の投資家も参加できるようになった制度であ
る。監督官庁である金融庁の HP に、FX に対する注意書きとして、「外国為替証拠金取引
は、相当程度の専門知識が要求されるうえ、非常にリスクの高い取引であるため、取引の
仕組みが理解できないときは、はっきりと断ることが大切です」と何度も書かれているこ
とは、自由化を進めた当局の発言だけに、相当なブラックユーモアのように聞こえる。 
 以下は、J.M.ケインズの『一般理論』からの引用である。「公共の利益のためには、カジ
ノは近づきにくくカネのかかるものにしておかなければならない。おそらく同じことが株
式取引にも当てはまる。ロンドン株式取引所の罪がウォール街の罪より軽いのは、平均的
なアメリカ人がウォール街に近づいたり、カネを支払ったりするのと比べて、平均的なイ
ギリス人はスロッグモートン街に近づきにくく、またカネのかかるものであるという事実
によるものである。アメリカにおいて投機が企業活動に比べて優位である状態を緩和する
ためには、政府が全ての取引に対してかなり重い税を課すことが、実行可能で最も役に立
つ改革となるであろう」(原文ページ, pp.159-60)。 
この引用文は、ノーベル経済学賞を受賞した J.トービンが、1970 年代に提唱したトービ
ン税(全ての外国為替取引に対して一律の低課税をかけることによって短期的な資本取引を
抑制する効果を狙ったもの)のアイディアの元になったものとして有名である。本稿の意図
から言えば、素人筋をマネーゲームから隔離するためには、最低証拠金の下限規制か、レ
バレッジ設定の上限規制か、ということになるだろう。 
 
